
分派地点はどこでも700m3/s分
派が可能であり、制限はない。

河口部は河口閉塞
の危険性が小さい
区域とする。

鍋底地形の
低平地部。

地盤の勾配は、南東
から北西に傾斜。

◼確実な治水効果の発現の観点から、分派地点には制限はないが、河口部は閉塞しにくい海域とする。
◼線形は可能な限り直線形状とし、内水排除効果発現のため鍋底地形低平地部を通過させるルートとする。
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凡例（TPm）

0.0～ 1.0
1.0～ 2.0
2.0～ 3.0
3.0～ 4.0
4.0～ 5.0
5.0～ 6.0
6.0～ 7.0
7.0～ 8.0
8.0～ 9.0
9.0～10.0

10.0～
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【方針②】確実な治水効果の発現



◼準三次元数値シミュレーションと分派施設模型実験を実施中。両者の結果とも、計画洪水時に計画分派量700m3/s
を分派させることは可能。

◼概略ルート帯を通る放水路ルートを設定する場合、保倉川からの分派地点は北陸自動車道下流～南部産業団地付
近のいずれでも可能であることも数値シミュレーションと模型実験から確認している。

計画高水流量流下時の模型実験

飯田川 保倉川

概略ルート帯

南部産業団地
北陸自動車道

分派地点はいずれでも
700m3/s分派は可能

水理解析モデル・
水理模型検討範囲

※堰高・堰幅などの施設諸元については現在検討中

模型実験による分派地点付近流況

計画分派量700m3/s分派可能性の確認
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３．概略ルート案の設定 ②確実な治水効果の発現：分派地点

【方針②】確実な治水効果の発現

※流速は実物値換算

放水路分派前
計画高水流量
1,600m3/s

保倉川放水路

保倉川

・放水路分派地点の位置や分派施設および周辺形状を検討するため、飯田川
合流点付近～北陸自動車道交差部上流の区間を対象に、準三次元水理解析
モデルと1/40縮尺水理模型を作成。
・分派地点として、
・概略ルート帯西側の南部産業団地付近からとした場合
・概略ルート帯東側の北陸自動車道交差部下流付近からとした場合
などを想定した数値シミュレーションや模型実験を実施し、いずれの分派地点
でも、保倉川の計画洪水が流下した際に放水路へ計画分派量700m3/s分派を
実現可能であることを確認している。



 

◼放流先となる海域では河口閉塞が問題となることが想定されるため、河口部の維持管理の容易性を考慮し、堆積し
にくい区域を吐き口とする。

◼吐き口となる海岸では、波によって土砂が東から西へ移動する特性がある。上越地域海岸緊急整備事業の西側は
直江津港防波堤により波が遮蔽され、土砂が動きにくい環境である当該区域を河口部とする。

813m3/s

放水路分派後787m3/s

保倉川放水路

保倉川

河口部の土砂移動

2003年～2015年の水深変化量分布および領域別土量変化＊火力発電所護岸および直江津港西側防波堤完成後の2003年を基準

⚫直江津港東側の海域では、波浪は海岸線
に対して、北寄りから来襲する頻度がやや
多いため、海域の土砂は東から西の沿岸
漂砂が卓越している。
⚫ルート選定した火力発電所と上越地域海
岸緊急整備事業に挟まれた区域では、突
堤があり、沿岸漂砂を阻止している。その
ため、河口前面海域への土砂移動は少な
く、最近の2時期（2015年と2019年）では堆
積は生じていない（詳細については今後の
検討が必要）。
⚫以上より、当該海域は周辺海域に比べると
河口閉塞の危険性が小さく、放水路の河
口部として理想的である。

海域の土砂移動が比較的少なく、河
口閉塞の危険性が小さい海域
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【方針②】確実な治水効果の発現



県営南部産業団地

⚫県営南部産業団地内を通るルートとする場合、工場等の移転が生じる。
⚫産業団地の製造業は上越市の主要産業であり、上越市の雇用創出に大きな役割を果たし
ている。放水路通水による工場の移転は、地域の産業に大きな影響を与える。

圃場整備事業

⚫圃場整備の幹線排水路
や南川用水路、潟川等
は東西方向に流下して
おり、南北方向へ通水
する放水路と交差する。
⚫圃場整備内を通る場合
、用排水系統の再整備
など圃場整備全体へ影
響が生じる。

港湾・海岸事業

⚫放水路放流口となる日本海側は西側に火力発電所、東側に
上越地域海岸緊急整備事業による突堤が施工。
⚫放水路整備が港湾・海岸事業に与える影響について整理し、
港湾管理者と協議の上で計画する。

◼放水路ルートは、通水による社会的影響を考慮し、周辺事業への影響が少なくなる平面計画とする。

放流口となる日本海側の状況

３．概略ルート案の設定 ③重要な施設への影響の最小化

上越市の産業分類別従業者数
出典：上越市統計要覧（平成31年版）

上越市の産業別年齢別就業割合
出典：上越市統計要覧（平成31年版）

卸売・小売業, 

19.0, 14%

製造業, 29.4, 22%

サービス業（他に分

類されないもの）, 

6.8, 5%

建設業, 17.5, 13%医療，福祉, 16.2, 

12%

飲食店，宿泊業, 

9.3, 7%

教育，学習支援業, 

6.8, 5%

公務（他に分類され

ないもの）, 4.7, 

4%

運輸業, 6.4, 5%

複合サービス事業, 

2.1, 2%

金融・保険業, 3.2, 

2%

不動産業，物品賃貸

業, 0.8, 1%

電気・ガス・熱供

給・水道業, 1.3, 

1%

情報通信業, 1.2, 

1%

学術研究，専門・技

術サービス業, 3.8, 

3%
生活関連サービス

業，娯楽業, 4.9, 

4%

1.0

0.5

1.8

0.3

2.6

農林水産業, 24.5

鉱業，採石業，砂利採取業

9.0

8.7

9.0

12.8

17.3

建設業, 15.4

15.0

28.6

21.9

26.5

18.8

製造業, 6.4

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

10.0

21.4

14.7

11.2

12.9

卸売業，小売業,

8.5

金融業，保険業 不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業

12.0

12.1

12.6

10.6

11.8

医療，福祉,

9.6

複合サービス事業

サービス業

（他に分類

されないもの）

公務

（他に分類されるものを

除く）

分類不能の産業
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

15～24歳

25～34歳

35～44歳

45～54歳

55～64歳

65歳以上

産業別年齢別就業割合（令和元年度）

第1次産業 第2次産業 第3次産業
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平面図

火力発電

上越地域海岸
緊急整備事業

県営圃場整備県営南部産業団地

保倉川

下米岡排水路

榎井排水路

南川用水路

南川団地

（H24～火力発電
所運転開始）

（H17整備完了）

（H13整備完了）（H12造成完了）

（H13造成完了）

既設鉄塔

地下洞道

ガスパイプライン

潟川

緑地帯
（H29埋立完了）

【方針③】重要な施設への影響の最小化



【方針③】重要な施設への影響の最小化

中部電力No.5鉄塔（手前）

地下洞道 ガスパイプライン

⚫砂丘部では上越火力線が地中化されて
おり、これと交差しないルートとする。

上越火力線の一部地中化

⚫地中を走るガスパイプラインは、深度が
浅く、放水路と交差する場合には埋設
等の対応が必要となる。

配管・溶接工事
（国際石油開発帝石株式会社パンフレットより）

南川団地

⚫南川団地内を通る場合、多くの家屋移
転が生じる。

既設鉄塔

⚫圃場整備地域内には、既設の鉄塔が多
数存在するため、既設鉄塔を避ける平面
計画が重要。
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平面図

火力発電

上越地域海岸
緊急整備事業

県営圃場整備県営南部産業団地

保倉川

下米岡排水路

榎井排水路

南川用水路

南川団地

（H24～火力発電
所運転開始）

（H17整備完了）

（H13整備完了）（H12造成完了）

（H13造成完了）

既設鉄塔

地下洞道

ガスパイプライン

潟川

緑地帯
（H29埋立完了）


